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常
任
委
員
会
審
査

○
南
相
馬
市
水
産
業
共
同
利

用
施
設
復
興
整
備
事
業
に
係
る

放
流
用
種
苗
生
産
施
設
等
の
無

償
貸
付
及
び
譲
与
に
関
す
る
条

例
制
定
に
つ
い
て

【
主
な
内
容
】

　

国
の
東
日
本
大
震
災
復
興
交

付
金
制
度
要
綱
に
基
づ
く
水
産

業
共
同
利
用
施
設
復
興
整
備
事

業
を
活
用
し
て
市
が
整
備
す
る

放
流
用
種
苗
生
産
施
設
等
の
無

償
貸
付
及
び
譲
与
に
関
し
必
要

な
事
項
を
定
め
る
た
め
、
新
た

に
条
例
を
制
定
す
る
も
の
。

質　

疑　

施
設
の
設
置
場
所

に
つ
い
て
と
、
無
償
貸
与
と
は

言
え
、
耐
用
年
数
期
間
に
お
け

る
破
損
、
或
い
は
修
理
に
つ
い

て
、
行
政
で
負
担
す
る
こ
と
に

な
る
の
か
伺
う
。

答　

弁　

従
前
か
ら
あ
る
新
田

川
さ
け
ふ
化
施
設
の
建
物
な
ど

修
繕
す
る
も
の
で
あ
り
、
移
設

等
で
は
な
い
。
修
理
の
負
担
は
、

貸
し
付
け
し
た
借
り
手
側（
組

建
設
経
済

常
任
委
員
会

委
員
長　

渡
部
一
夫

○
福
島
県
立
特
別
養
護
学
校
の

整
備
に
係
る
用
地
の
取
得
に
つ

い
て

質　

疑　

県
と
の
協
定
に
基
づ

き
、
本
市
が
用
地
を
取
得
・
造

成
し
た
上
で
県
に
提
供
す
る
こ

と
に
な
る
が
、
整
備
に
係
る
造

成
工
事
と
文
化
財
発
掘
調
査
の

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
遅
れ
が
生
じ

た
要
因
と
そ
の
影
響
に
つ
い
て
。

答　

弁　

県
の
担
当
者
に
よ
る

基
本
設
計
協
議
の
遅
れ
、
設
計

業
務
委
託
発
注
時
の
ミ
ス
も
重

な
っ
た
こ
と
に
よ
る
。
こ
れ
に

よ
り
、
本
市
も
農
地
転
用
と
開

発
許
可
申
請
を
進
め
る
こ
と
が

で
き
ず
遅
れ
が
生
じ
た
。

　

こ
の
こ
と
に
よ
り
、
草
刈
り

経
費
が
発
生
し
た
以
外
は
、
地

権
者
の
耕
作
等
に
影
響
は
な

か
っ
た
が
、
市
側
の
事
務
処
理

上
関
係
部
署
と
の
調
整
に
か
な

り
の
時
間
を
要
す
る
こ
と
に

な
っ
た
。

総
務常任

委
員
会

委
員
長　

鈴
木
昌
一

○
あ
っ
せ
ん
の
申
立
て
に
つ
い
て

【
主
な
内
容
】

・
申
立
て
先

　

原
子
力
損
害
賠
償
紛
争
解
決

セ
ン
タ
ー
（
Ａ
Ｄ
Ｒ
）

・
申
立
て
の
相
手
方

　

東
京
電
力
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ

ス
株
式
会
社

・
申
立
て
の
概
要

　

東
京
電
力
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ

ス
株
式
会
社
が
支
払
い
に
合
意

し
な
い
額
８
億
４
千
338
万
５
千

441
円
を
支
払
う
よ
う
和
解
の
仲

介
を
求
め
る
も
の
。

質　

疑　

固
定
資
産
が
税
収

減
と
な
っ
た
も
の
を
あ
っ
せ
ん

申
立
て
す
る
も
の
だ
が
、
東
京

電
力
が
賠
償
対
象
外
と
す
る
理

由
は
。

答　

弁　

平
成
24
年
度
評
価
替

に
あ
た
り
、
本
市
は
総
務
省
通

達
に
基
づ
く
簡
易
評
価
を
適
用

し
た
結
果
、
税
収
減
と
な
っ

た
。
そ
の
通
達
内
容
が
「
参
考

ま
で
」
と
記
載
さ
れ
て
い
る
こ

と
か
ら
、
本
市
が
そ
の
通
達
の

適
用
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
と
は

い
え
な
い
と
の
見
解
を
東
京
電

力
は
示
し
て
い
る
。

　

審
査
の
結
果
、
原
案
通
り
可
決
。

○
人
口
透
析
診
療
開
始
に
伴

う
、
診
療
室
改
修
工
事
及
び
医

療
機
器
購
入
に
係
る
予
算

・
改
修
工
事　
　

１
千
500
万
円

・
医
療
機
器
購
入　

５
千
万
円

質　

疑　

市
立
総
合
病
院
で

の
人
工
透
析
診
療
開
始
に
伴

い
、
医
療
機
器
を
８
台
購
入
す

る
と
の
こ
と
だ
が
、
導
入
台
数

の
根
拠
と
、
患
者
の
受
け
入
れ

可
能
人
数
は
。
ま
た
、
人
工
透

析
の
損
益
分
岐
に
つ
い
て
は
ど

う
捉
え
て
い
る
の
か
。

答　

弁　

相
馬
地
域
外
で
人

工
透
析
を
受
け
な
が
ら
、
域
内

で
の
人
工
透
析
を
希
望
す
る
方

の
数
と
し
て
、
相
馬
郡
医
師
会

の
調
査
に
よ
れ
ば
38
人
で
あ

る
。
月
・
水
・
金
曜
日
は
１
日

２
回
、
火
・
木
・
土
曜
日
は
１

日
１
回
の
透
析
を
行
う
こ
と
に

よ
り
、
そ
の
う
ち
の
24
人
の
人

工
透
析
を
行
う
べ
く
８
台
と
し

た
。
ま
た
、
24
人
全
て
１
年

間
、
安
定
的
に
人
工
透
析
を
し

た
場
合
、
収
支
差
し
引
き
で

２
千
200
万
円
ほ
ど
の
黒
字
と
い

う
試
算
で
あ
る
。

質　

疑　

人
工
透
析
可
能
な
市

内
民
間
医
療
機
関
の
現
況
と
、

民
間
医
療
機
関
の
受
け
入
れ
可

能
人
数
が
増
加
し
た
場
合
、
総

合
病
院
の
対
応
に
つ
い
て
ど
の

よ
う
に
考
え
て
い
る
の
か
。

答　

弁　

市
内
民
間
病
院
に

お
い
て
は
、
ス
タ
ッ
フ
不
足
に

よ
り
フ
ル
稼
働
は
で
き
て
い
な

い
状
況
で
あ
る
。
今
後
、
民
間

病
院
が
受
け
入
れ
を
増
や
す
場

合
、
外
来
人
工
透
析
か
ら
の
撤

退
も
あ
り
得
る
。
撤
退
と
な
っ

た
場
合
、
現
在
、
人
工
透
析
が

必
要
な
入
院
患
者
に
は
転
院
を

お
願
い
し
て
い
る
こ
と
も
あ
り
、

購
入
し
た
機
器
は
入
院
で
の
透

析
医
療
に
利
用
し
て
い
く
。

　

審
査
の
結
果
、
原
案
通
り
可
決
。

文
教
福
祉

常
任
委
員
会

委
員
長　

太
田
淳
一
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常
任
委
員
会
審
査

先
進
自
治
体
研
修
報
告

合
）の
負
担
を
考
え
て
い
る
。

質　

疑　

条
文
の
第
２
条
の
定

義
の
２
項
、
漁
業
者
等
の
規
定

で
あ
る
が
、
個
人
の
規
定
を
し

な
い
理
由
に
つ
い
て
伺
う
。

答　

弁　

活
用
す
る
事
業
自
体

が
、
そ
も
そ
も
は
共
同
利
用
施

設
の
事
業
、
整
備
を
す
る
こ
と

か
ら
、
借
り
受
け
者
も
、
組
織

の
方
々
と
い
う
こ
と
で
貸
付
を

す
る
。

質　

疑　

ま
た
、
今
回
の
こ
の

条
例
は
、
貸
付
対
象
予
定
者
が

既
に
特
定
さ
れ
て
い
る
形
で
の

提
案
で
あ
る
が
、
通
常
の
進
め

方
に
つ
い
て
伺
う
。

答　

弁　

こ
の
事
業
は
被
災
す

る
前
か
ら
、
新
田
川
鮭
蕃
殖
漁

業
協
同
組
合
員
の
施
設
で
あ
っ

た
が
、
津
波
被
災
な
ど
に
よ
り

修
繕
の
要
請
が
あ
り
、
で
き
る

だ
け
受
益
者
の
負
担
が
な
い
よ

う
な
事
業
を
検
討
し
た
結
果
復

興
交
付
金
と
な
っ
た
。
復
興
交

付
金
の
事
業
の
性
質
上
市
が
一

旦
は
財
産
を
頂
く
形
に
な
る

が
、
被
災
前
か
ら
使
っ
て
い
た

こ
と
で
も
あ
り
、
あ
く
ま
で
も

予
定
と
い
う
こ
と
で
、
そ
う
い

う
位
置
づ
け
に
し
て
い
る
。

討　

論　

条
例
の
解
釈
等
に
つ

い
て
、
具
体
的
な
運
用
の
貸
し

付
け
の
方
法
と
か
管
理
の
方
法

等
は
、
口
頭
で
の
説
明
で
あ
っ

た
が
、
こ
れ
ら
内
容
等
を
文

書
に
し
て
整
理
す
べ
き
で
あ

り
、条
例
の
審
議
と
あ
わ
せ
て
、

作
っ
て
頂
け
れ
ば
と
思
う
。
具

体
的
に
ば
、
第
１
条
、
対
象
施

設
の
定
義
（
場
所
、
施
設
の
規

模
、
対
象
）
を
明
確
な
も
の
を

つ
く
る
こ
と
。
更
に
は
、
第
８

条
、
貸
付
期
間
中
の
管
理
は
、

自
然
災
害
時
や
改
修
工
事
が
考

え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
別
途
、

文
書
化
す
る
こ
と
。
併
せ
て
、

第
９
条
、
貸
付
決
定
の
取
り
消

し
で
あ
る
が
、
最
近
、
種
々
、

多
事
業
で
問
題
も
あ
り
、
返
還

の
際
の
手
続
と
か
を
作
成
す
る

こ
と
。
今
後
、
根
拠
等
を
し
っ

か
り
提
示
し
た
上
で
、
審
査
に

臨
ま
れ
る
よ
う
意
見
を
付
し
て

賛
成
す
る
。

　

審
査
の
結
果
、
原
案
通
り
可
決
。

　

平
成
29
年
７
月
12
日
か
ら
13
日
の

２
日
間
、
タ
ブ
レ
ッ
ト
導
入
の
有
効

性
と
議
員
間
討
議
に
つ
い
て
視
察
致

し
ま
し
た
。
尚
、
今
回
の
視
察
に
は
、

現
在
南
相
馬
市
議
会
改
革
に
つ
い
て

議
会
改
革
検
討
特
別
委
員
会
を
設
置

し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
２
委
員
会
合

同
の
研
修
と
致
し
ま
し
た
。

　

１
日
目
の
神
奈
川
県
南
足
柄
市
議

会
は
、
議
員
定
数
は
平
成
17
年
に
22

人
か
ら
16
人
に
削
減
さ
れ
、
平
成
20

年
12
月
定
例
会
よ
り
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
中
継
が
始
ま
り
、
平
成
25
年
10
月

か
ら
は
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
や
タ
ブ
レ
ッ

ト
で
の
視
聴
が
可
能
と
な
っ
て
い
ま

す
。
タ
ブ
レ
ッ
ト
の
導
入
ま
で
の
経

過
で
は
、
平
成
26
年
度
予
算
に
執
行

部
の
パ
ソ
コ
ン
の
更
新
と
同
時
に
議

会
と
し
て
計
上
さ
れ
、
８
月
に
は
先

進
地
の
逗
子
市
を
研
修
し
、
12
月
に

ソ
フ
ト
事
業
者
と
21
台
を
３
年
リ
ー

ス
で
契
約
し
て
い
ま
す
。

　

視
察
２
日
目
の
栃
木
県
栃
木
市
の

議
員
定
数
は
現
在
34
名
で
平
成
30
年

の
改
選
よ
り
30
人
に
な
り
ま
す
。
議

会
基
本
条
例
が
平
成
23
年
４
月
に
制

定
施
行
さ
れ
て
お
り
、
毎
年
49
項
目

に
つ
い
て
達
成
度
を
検
証
し
、
評
価

を
市
民
に
情
報
公
開
し
て
い
ま
す
。

議
員
間
討
議
に
つ
い
て
は
、討
議
テ
ー

マ
の
論
点
が
整
理
さ
れ
る
よ
う
請
願

や
陳
情
に
限
定
し
、
常
任
委
員
会
か

ら
始
め
た
と
の
こ
と
で
す
。

　

タ
ブ
レ
ッ
ト
導
入
の
メ
リ
ッ
ト
は
、

ペ
ー
パ
ー
レ
ス
化
に
よ
り
91
万
円
の

経
費
削
減
、
電
話
代
や
印
刷
や
配
布

の
作
業
労
働
削
減
に
よ
る
人
件
費
の

削
減
効
果
が
見
ら
れ
ま
す
。

　

以
上
２
つ
の
先
進
地
視
察
か
ら
、

タ
ブ
レ
ッ
ト
の
導
入
に
よ
る
メ
リ
ッ

ト
は
大
き
く
、
執
行
部
と
情
報
を
共

有
し
て
の
議
論
の
充
実
が
図
ら
れ
、

人
件
費
を
含
む
コ
ス
ト
削
減
も
期
待

で
き
、
執
行
部
と
の
同
時
導
入
が
費

用
面
か
ら
も
有
効
と
思
わ
れ
ま
す
。

　

ど
ち
ら
の
議
会
も
タ
ブ
レ
ッ
ト
使

用
に
関
し
て
、「
会
議
用
の
シ
ス
テ
ム

用
端
末
機
仕
様
基
準
」
や
「
タ
ブ
レ
ッ

ト
端
末
仕
様
基
準
」
な
ど
を
設
け
て

い
ま
す
。
今
後
は
、
使
用
に
お
け
る

ル
ー
ル
の
明
文
化
が
必
要
で
あ
り
、

議
会
改
革
検
討
特
別
委
員
会
に
お
い

て
作
成
作
業

を
行
い
、
全

議
員
が
簡
単

に
使
用
で
き

る
よ
う
タ
ブ

レ
ッ
ト
操
作

の
研
修
を
精

力
的
に
進
め

て
い
き
た
い

と
思
い
ま
す
。

議
会
運
営
委
員
会
副
委
員
長

小

川

尚

一

先

進

自

治

体

研

修

報

告

議

会

運

営

委

員

会

定める項目 条 内　　容

定　　義 第２条
漁業者等：漁業協同組合、漁業協同組合連合会、
　　　　　漁業生産組合及び人口ふ化放流事業
　　　　　を行う団体

無償貸付できる
対象者 第３条 ①東日本大震災で被災し、漁業を営む漁業者等

②旧警戒区域等に居住していた漁業者等

貸付期間 第６条 減価償却資産の耐用年数等に関する省令に定
める耐用年数　　《参考》漁業用設備　５年

放流用種苗生産
施設等の返還 第７条

①貸付期間が終了したとき
②転出等により放流用種苗生産を行わなくなっ
たとき
③組織の解散等により放流用種苗生産が行え
なくなったとき

損害賠償等 第８条 施設等を故意又は過失により損傷又は亡失した
ときは自己の責任で修理又は賠償

放流用種苗生産
施設等の譲与 第10条

貸付期間終了後、引き続き放流用種苗生産に使
用することが確実と認めるときは、譲与するこ
とができる


